
展開方向

第４章 展開方向
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１ 北海道のめざす姿

地域と世界が調和しながらともに発展し、世界で輝く北海道

本道が人口減少の進行と地域社会の縮小に直
面する中、地域と調和しながら、世界の活力を呼
び込み、地域と世界の持続的な発展・成長につな
げていくことが必要となっています。

また、国際情勢がめまぐるしく変化し、多様な
グローバル・リスクが顕在化する中、北海道には、
豊かな自然、多彩な食や観光の資源、再生可能エ
ネルギーといった世界に誇るポテンシャルがあり、

経済・食料安全保障など本道が果たす役割への
期待が高まっています。

広域分散や積雪寒冷といった地域特性から、
広大な土地や冷涼な気候などの優位性を見いだ
しつつ、本道の各地域と世界が調和しながら、グ
ローバル化の進展を力として、誰もが安心して暮
らし、世界の中の北海道として活躍していくこと
をめざします。

国際情勢の変化に対応し、道内各地域、そして北海道が持続的に発展していくため、将来の方向性を
「めざす姿」として定め、道民や市町村をはじめ多様な主体と共有します。

めざす姿

めざす姿の考え方
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２ 展開方向と推進に当たっての視点（展開方向）

本戦略では、「めざす姿」の実現に向けて、取り組むべき施策とその位置づけを明らかにするため、
３つの展開方向を設定し、関連する施策を体系的に示します。

外国人を引きつけ、共生する地域づくり

展開方向

1
外国人の方々が北海道を訪れたいと思うとともに、外国人が地域を理解し、日本人と外国人双方にとって

働き暮らしやすい環境づくりを進め、外国人の方々の訪問や活躍を本道の地域の持続的な発展につなげます。

優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興2
広大な大地や豊かな海に抱かれた本道の特性や食、観光、再生可能エネルギーなどのポテンシャルを発揮

することで、地域づくりと調和のとれた良質な投資など海外の活力の呼び込み、北海道ブランドの海外への
広がりと活用などにより経済交流を推進し、本道経済の活性化や世界の課題対応への貢献につなげます。

国際交流・協力による地域間のつながりの拡大3
国際交流の基盤となるネットワークづくりやグローバル人材の育成を進め、外国人材の確保や多文化共生、

経済交流の推進はもとより、本道の特性やこれまで培ってきた技術・ノウハウを活用した国際協力や、多様な
主体による海外との多彩な交流の創出・活性化につなげます。
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２ 展開方向と推進に当たっての視点（視点）

戦略の推進に当たっては、次の３つの横断的な視点に基づき施策を展開します。

経済・食料安全保障や地域の安全・安心を確保しながら、海外の活力を地域
の成長につなげる
本道が我が国の経済・食料安全保障に寄与していくことや安全・安心を確保しながら、地域固有の特性や

多彩な地域資源を活用し、海外との交流を地域の成長につなげる視点を持ちます。

リスクマネジメントの強化、リスクをチャンスととらえる
グローバル・リスクに対し的確な分析・評価を行うなどリスクマネジメントを強化しながら、本道の発展にも

つなげる視点を持ちます。

ターゲットやニーズの明確化と相乗効果の創出
ターゲットやニーズを明確化するとともに、分野や政策、国や地域などを俯瞰し、多様な主体と有機的に連

携して施策を展開し、相乗効果を得る視点を持ちます。

1

2

3

視点



31
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施策体系

経済・食料安全保障や地
域の安全・安心を確保し
ながら、海外の活力を地
域の成長につなげる

めざす
姿

3つの
展開
方向

３つの
横断的
な視点

リスクマネジメントの強化
リスクをチャンスと

とらえる

ターゲットやニーズの
明確化と

相乗効果の創出

外国人を引きつけ
共生する地域づくり

優位性を生かした
投資・産業の呼び込みと

世界目線の産業振興

国際交流・協力による
地域間のつながりの

拡大

⚫ 外国人材の確保
⚫ 地域における外国人

との共生
⚫ インバウンド

⚫ 産業振興
⚫ 海外展開

⚫ 多彩な交流
⚫ 人・地域のつながり
⚫ グローバル人材

地域と世界が調和しながらともに発展し、世界で輝く北海道
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展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり （１） 外国人材の確保

北海道の在留外国人数は、新型コロナウイルス感染症

の影響により一時的に減少したものの、2024年（令和

６年）12月には67,484人と過去最高となり、道内で就

労する外国人も増加しています。

一方で、全国を上回るスピードで進行する人口減少と

少子高齢化に伴い、道内の生産年齢人口（15～64歳）

は減少し、農林漁業をはじめ、建設や運送、介護や観光

などのサービスといった道民の暮らしや地域を支える

様々な分野で人手不足が深刻化し、令和元年に運用が

開始された特定技能制度などにより多くの業種で外国

人材が担い手となっていますが、制度の運用等におけ

る課題なども見られます。

2026年（令和8年）１月には、「外国人の受入れ・秩序

ある共生のための総合的対応策」が新たに取りまとめら

れ、基本的な考え方や取組の方向性が示されたところ

であり、2027年（令和９年）に予定される育成就労制

度の開始を見据え、政府の外国人政策に加え、その方向

性も踏まえながら、地域のルールを尊重した上で、日本

人と外国人が共に安心して働き、暮らすことができる環

境づくりを地域と共に進め、賃金の比較だけでは得るこ

とのできない、北海道で働き、暮らすことの魅力や価値

を発信し、一次産業や製造業、医療・介護など労働者の

確保が課題となっている分野や、デジタル関連産業や

教育・研究機関など世界的に高度人材の確保が課題と

なっている分野において、外国人材の活躍が重要と

なっています。

現状・対応方向

① 外国人材の確保支援と選ばれる環境づくり ② 北海道で働き暮らす魅力の発信

施策の方向性

>>>



33

第４章 展開方向 展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（１）外国人材の確保

① 外国人材の確保支援と選ばれる環境づくり

施策の方向性

• 外国人による日本の法令の遵守、地域のルールや
マナーについての情報発信

• 外国人材の円滑な受入れに向けた、行政や関係機
関等との連携による連絡会議の開催等、関係者に
よる課題の把握や情報の共有

• 外国人材の雇用を希望する食品製造等多様な分野
の団体や企業に対する相談対応等の支援

• 外国人材の雇用を希望する企業と道内での就職を
希望している留学生等との交流会や企業見学会等
による外国人材とのマッチングの支援

• 外国人材の採用・定着に向けた在留資格などの諸
制度や受入れ環境づくりに関する道内企業・団体等
の理解促進

② 北海道で働き暮らす魅力の発信

• 重点国の関係機関等との関係構築に取り組むとと
もに、外国人材の受入れが多い国の関係機関に向
け、北海道での実習・就労に関心のある外国人に対
する就業環境や生活環境の情報発信

• ベトナムをはじめ、外国人材の受入れが多い国と北
海道とのネットワークを生かした、現地関係機関と
道内企業との交流機会の創出

• 育成就労制度を見据えた増加する国内の外国人に
対する北海道の魅力のPR



34

第４章 展開方向 展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（１）外国人材の確保

各主体の役割

※ その他の国・地域についても、国際情勢や国の政策の状況等を踏まえなが
ら、関連する計画等と連動した取組を展開します。

重点国・地域

⚫ ベトナム
⚫ インド
⚫ インドネシア
⚫ ネパール

外国人材の確保先としてのこれまでの実績、人口や現地政府による人材送出の積極的な取組など今後のポテン
シャルが大きい国を選定

行政
外国人材に関する制度周知、外国人材に対する就業環境・生活環境の情報発信、企業と外国人材の
マッチング支援など

企業
団体
教育

適正な労働条件・雇用管理の確保、就業環境の適正化、外国人材の受入れ、住宅確保や日常生活への
支援、同僚となる日本人への啓発と外国人材との円滑なコミュニケーションの確保、外国人材が地域
と関わる機会の確保

道民 同僚となる日本人・外国人の文化・習慣への理解と尊重

高度 技能

高度 技能

技能

技能
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展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（２）地域における外国人との共生

深刻な人手不足を背景として、道内の外国人住民は

増加傾向にあり、多国籍化も進んでいます。特に過疎が

進む地方部では、外国人比率が３割を超える地域もあり

ます。また、「技術・人文知識・国際業務」や「家族滞在」な

ど、就労や生活の支援を義務付けられた団体を持たな

い在留資格の外国人が増えてきています。

本道の持続的な発展に向けては、地域や道民の皆様

の理解を得つつ、多文化共生を進めながら、安全・安心

の確保や道内産業の持続的な発展など、地域の成長に

つなげていくことを前提に、外国人材の円滑な受入れと

定着を促進していくことが重要になっています。

こうした中、外国人の適正な雇用管理や在留管理、政

府の外国人政策に加え、その方向性も踏まえつつ、地域

や道民の皆様の理解を得ながら、多様な言語や文化、習

慣を持つ外国人を地域の大切な一員として受け入れ、

地域のルールやマナーを守りながら、生活の場面でのコ

ミュニケーションに必要となる日本語教育をはじめとし

た共に暮らしていくための受入れ環境の整備が求めら

れています。

さらに、北海道人権施策推進基本方針に沿った、差別

的言動は許されないものとの認識の下での啓発や、外

国人は広大な北海道の各地域に居住していることから、

それぞれの生活圏において、外国人が安心して働き、暮

らしていくための環境の整備が必要となっています。

現状・対応方向

① 地域日本語教育の推進

② 地域の理解を踏まえた安全・安心な共生の環境づくり

③ 多文化共生の理解促進

施策の方向性

>>>
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第４章 展開方向 展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（２）地域における外国人との共生

② 地域の理解を踏まえた安全・安心な共生の環境づくり

• 外国人地域おこし協力隊を活用した外国人を道内
定着につなげる取組モデルの構築

• 外国語ややさしい日本語を用いた外国人住民向け
の生活情報の提供と地域のルールやマナーの理解
促進

• 外国人に寄り添ったよりきめ細かな対応が行える
よう自動翻訳システムなども活用した多言語での情
報発信や相談体制の充実、市町村・道立学校への携
帯型通訳デバイスの貸出

• 接遇・語学等に関する総合的な研修会の開催など
による医療等関係者の外国人対応力の向上を支援

• 外国人を受け入れる賃貸住宅の情報提供や公営住
宅への入居など住宅確保の支援

• 外国人児童生徒を受け入れている市町村や学校の
実態を把握し、学校等への相談支援を行うなど指導
体制を整備

• 関係団体等を通じた外国人コミュニティ情報の収集
や地域における外国人ネットワークの形成促進など
を通じた相互理解の推進

• 災害時の支援体制整備

① 地域日本語教育の推進

施策の方向性

• 日本語教育の体制づくりや人材育成研修などによ
る日本語教育に携わる人材の確保・育成

• 道内に居住し、日本語学習に意欲がある外国人へ
の、オンラインも活用するなど地域性や学習する者
の実情に応じた多種多様な日本語学習機会の提供

• ホームページや広報誌、生活の手引などを用いた

「やさしい日本語」の普及啓発

• 地域の国際交流団体等が実施している日本語教室
などの情報を収集し、市町村等に情報提供を実施

• 「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対
応策」の取組と連携した地域日本語教育の推進
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第４章 展開方向 展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（２）地域における外国人との共生

③ 多文化共生の理解促進

• 道のホームページ等による先進事例集の周知や地
域社会に外国人を受け入れる環境整備の必要性等
に関する講演会等による普及・啓発

• 海外からの研修生等と地域住民との交流活動を
行っているJICA北海道や道内各地のデスク等との
連携などによる地域で共に暮らす日本人と外国人

の交流促進

• 国等が開催する研修への積極的な参加やHIECC
との連携を強化し、地域における多文化共生の担い
手となる人材の育成

施策の方向性

各主体の役割

行政

日本語の学習機会の提供、日本語学習サポーターの育成、やさしい日本語・多言語による行政情報・
生活情報の提供、外国人住民への行政サービス提供に係る支援、外国人住民の相談体制整備、多文
化共生社会の実現に向けた普及啓発の取組推進、日本人住民と外国人住民との交流促進、北海道外
国人材受入れ・定着・共生連携会議を活用するなどした外国人住民の地域活動への参加促進、日本語
学習支援などの取組の対象者に届く情報発信

企業
団体
教育

外国人の生活支援、多文化共生社会の実現に向けた取組への積極的な参加、日本人と外国人との交
流推進、外国人の児童・生徒等の学習支援

道民
外国人住民による日本語習得、外国人住民による積極的な地域活動への参加、多文化共生社会の実現
に向けた取組や日本人と外国人との交流の取組への積極的な参加、多様な文化・習慣への理解と尊重
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展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり （３）インバウンド

訪日外国人来道者数は、2018年度（平成30年度）に
312万人の過去最高を更新した後、自然災害や新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大により、長期間にわたり
甚大な影響を受けたものの、新型コロナウイルス感染症
水際対策の終了や海外との直行便再開などにより回復
基調にあります。

北海道を訪れる外国人客の８割以上はアジア諸国・地
域からとなっています。また、欧米豪などの地域は１割
ほどですが、滞在日数や消費額が比較的高く、本道観光
の高付加価値化を進める上で重要な市場となっていま
す。

一方、観光需要の季節偏在や地域偏在、広域移動手

段の脆弱さなどの課題、2025年（令和7年）11月には、
中国が日本への渡航自粛を呼びかけるといったグロー
バル・リスクも顕在化し、さらには、SDGsや脱炭素化と
いった新たな社会的要請への対応など、本道観光を取
り巻く状況は大きく変化してきています。

北海道観光のポテンシャルを最大限発揮し、観光消費
額の拡大を図るため、多様な国・地域からの誘客や魅力
ある観光地づくりとプロモーションの一体的・戦略的な
展開による観光の高付加価値化を進め、宿泊や交通な
ど観光関連産業における人材の確保・育成、観光DXの
推進、観光客の移動の利便性向上など、受入れ体制の
充実を図っていくことが重要です。

現状・対応方向

>>>

① 観光マーケティングの強化や高付加価値化の追求
② DXの推進や受入環境の整備
③ 人材の育成・確保や移動利便性の向上

施策の方向性

④ 災害時の体制整備や危機対応力の強化、顕在化している諸課題への対応
⑤ 戦略的プロモーションや効果的な情報発信
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第４章 展開方向 展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（３）インバウンド

① 観光マーケティングの強化や高付加価値化の追求

施策の方向性

• 北海道全体のデータ分析・解析体制の整備、自治体
やDMOによる地域ごとの観光戦略策定などの取
組の支援

• 自然や食、歴史・文化など道内の多様な資源を生か
した観光コンテンツの磨き上げ

• アウトドアなどをテーマとする多様なツーリズムの
展開や国際水準のガイド人材の育成・確保などアド
ベンチャートラベルの推進、広域滞在エリアの形成

② DXの推進や受入環境の整備

③ 人材の育成・確保や移動利便性の向上

• 観光産業における省力化による生産性と顧客満足
度の向上の両立に向けたAIによる案内など観光施
設等におけるDXの推進

• 多様な食習慣、文化的習慣等を有する外国人観光

客への対応環境の整備など誰もが安心して旅行を
楽しめる環境づくりや旅行者がストレスなく過ごせ
る受入れ環境の充実など快適な観光地づくりの推
進

• 観光地経営を担う人材、現場を支える人材の安定
的な育成・確保、若者が地域への理解と関心を深め
られる環境を整備するなど将来の観光を担う人材
の養成

• 空港機能の強化と航空ネットワークの充実・強化や、
鉄道など広域移動と二次交通の確保・充実、交通機
関のシームレス化による観光回遊性の向上、新たな
観光客の取込方策の検討
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第４章 展開方向 展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（３）インバウンド

④ 災害時の体制整備や危機対応力の強化、顕在化している諸課題への対応

⑤ 戦略的プロモーションや効果的な情報発信

• 災害発生時の交通や避難所情報、気象情報などを多
言語で発信する体制の整備などによる観光地として
の魅力と安心感の向上

• 自然災害等に迅速かつ機動的に対応するなど、北
海道全体の観光のレジリエンスの強化

• 季節や時間帯、訪問先の分散を促すとともに、ルー
ル・マナーについての多言語による啓発、違法開発
の防止・是正などによる観光産業の健全性の確保

施策の方向性

• 多様な国・地域に対する誘客活動を基本に、市場特
性や旅行嗜好等を総合的に分析し、ターゲットを明
確に絞り込んだプロモーションの展開

• 道内市町村等と連携した各都市の魅力や特性を生
かしたMICEや教育旅行などの誘致の推進

• 多言語対応やアクセシビリティの向上などによる
ターゲット層のニーズに即した情報発信

• ＡＩを通じて、旅行者が必要な情報やサービスを円
滑に活用できる環境の整備

各主体の役割

行政 インバウンド獲得に向けた観光地づくりとプロモーションの推進、人材育成・確保支援

企業・団体・教育 多言語による魅力発信、受入れ体制整備、人材育成・確保

道民 本道の良さや魅力の発信、おもてなしの態度で対応
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第４章 展開方向 展開方向１ 外国人を引きつけ、共生する地域づくり

（３）インバウンド

重点国・地域 (北海道観光のくにづくり行動計画において設定）

• 東アジア
四季を通じた地域の多様な魅力を生かしたリピーター

獲得に向けた誘客活動の展開と地方空港や鉄道など

交通事業者と連携した全道各地への送客促進

• 東南アジア
四季の変化といった北海道ならではの魅力発信の

強化など経済成長に合わせた新規来訪者の獲得や

本道への直行便の運行と併せた誘客活動の展開

• 欧米豪
アドベンチャートラベルをはじめ自然・食・文化など

北海道の特性を生かした長期滞在及び周遊観光の

促進

• その他の国
インドなど新規成長市場への北海道ブランドの認知

度拡大による需要の創出



第４章 展開方向

展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（１）産業振興

人口減少が進み、国内市場の拡大が見込まれない中、

本道の持続的な発展に向けては、安全・安心の確保や道

内産業の持続的な発展など、地域の成長につなげてい

く必要があります。

国においても、「対日直接投資促進戦略」の中で、対日

直接投資は、海外から高度な人材・技術・豊富な資金を

呼び込むことでイノベーション創出や海外経済の活力の

地方への取り込みにつながり、地域経済の活性化に貢

献するものであると、その意義を指摘し、対日直接投資

を地方に波及させ、地域経済の活性化に結び付けてい

くことが今後の課題であるとし、2024年（令和６年）末

時点で53.3兆円の対日直接投資残高について、

2030年（令和12年）に120兆円、2030年代前半の

できるだけ早期に150兆円とすることを目標に掲げる

とともに、地方への投資を促進することとしました。

一方で、本道において、違法な開発行為が散見され、

未来に引き継ぐべき本道の豊かな自然や優れた景観が

脅かされるなど、道民の皆様にとって、様々な不安や懸

念を生じさせる事態となっており、法令違反への厳正な

対処はもとより、地域との共生を前提とした投資が求め

られています。令和7年11月、道は、関係法令の遵守な

どの北海道発共生３原則をお示し、地域との共生を大前

提に環境と経済の好循環の実現に向け、良質な投資を

促進し自然と調和して地域とともに歩む事業を応援す

ることを旨とした「地域との共生に関する知事からの

メッセージ」を発出しました。

こうした中、国の動きも念頭に置きつつ、本道の優位

性が生かせる産業やGXとAI-DXなどの成長分野を

ターゲットとして、地域づくりと調和のとれた良質な投

資を道内へ呼び込むことが重要となっています。

世界に目を移すと、近年、世界各地で異常気象による

災害が発生するなど、地球温暖化が主な要因とされる

気候変動の影響が顕在化しており、気候変動問題への

対応として国内外で脱炭素化を目指すGXの動きが加

速しています。

現状・対応方向

>>>
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第４章 展開方向

展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（１）産業振興>>>

また、AIの普及などデジタル化の進展により、データ

流通量やエネルギー需要の急速な増加が見込まれてい

ます。さらに、開発途上国を中心とした世界人口の急増

による食料需要の増加や気候変動による異常気象の頻

発化、地政学的リスクの高まりなどにより、世界の食料

需給は不安定化しており、我が国においても食料安全

保障の確保が大きな課題となっています。

こうした世界的な潮流にあって、再生可能エネルギー

が豊富に賦存する本道は、風力・太陽光・中小水力など

の導入ポテンシャルが全国１位となっています。さらに、

広大な土地や冷涼な気候などの優位性も生かしながら、

データセンターの整備が進められています。また、次世

代半導体の製造拠点が立地し、量産開始に向けてプロ

ジェクトが進められています。食料自給率が200％を超

え、我が国の食料供給地域である本道が果たしていく

役割は、ますます大きくなっています。

様々なリスクに備えつつ、本道に求められる役割を果

たし、ポテンシャルを発揮していくことは、経済・食料の

安全保障の観点から、日本、世界に貢献していくことに

つながります。

① 投資・産業の呼び込み

② GX関連産業の集積

③ デジタル関連産業の集積

施策の方向性

④ 半導体関連産業の集積

⑤ 食料安全保障の確保

現状・対応方向（前ページから）
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第４章 展開方向 展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（１）産業振興

① 投資・産業の呼び込み

施策の方向性

• 投資誘致段階からの事業者に対する関連法令等の
継続的な周知や環境アセスメント制度の適切な運用

• 海外の企業や投資家を対象としたセミナー・商談会
開催、展示会出展、企業訪問等によるプロモーショ
ン展開を通じた企業立地など投資の誘致

• GX推進税制や企業立地補助金、人材確保等に向け
た相談・サポート等による進出企業に対する立ち上

がり支援

• 地域ごとに異なる強みや潜在力のきめ細やかな情
報発信による道内各地域への投資誘致の推進

• 宇宙関連ビジネスの創出に向けて、産学官の連携
体制構築や宇宙関連の実証試験等の実施を支援し、
宇宙関連産業の集積を促進

44

北海道発 共生３原則

・ 関係法令の遵守は絶対・法令違反には厳正に対処・地域との共生が大前提

地域との共生に関する知事からのメッセージ（令和７年１１月２１日）

昨今、太陽光発電事業などの違法開発行為が散見される中、釧路市北
斗の太陽光発電事業において、森林を開発する際に必要な許可を得ず
に開発行為が行われるなど、極めて遺憾と言わざるを得ない事案が発
生しました。

本道の恵まれた自然環境を守り、将来に引き継ぎ、環境と経済の好
循環の実現に向けた良質な投資を促進していくため、法令違反への厳
正な対処はもとより、事案を早期に把握し、的確な対応につなげていく
ことが重要となっています。

道では、豊かな自然や景観、道民の皆様の安全で快適な暮らしが守ら
れることが最優先であり、法令違反には厳正に対処していくといった考
えなどを「地域との共生に関する知事からのメッセージ」として、令和7
年11月に発出しました。

地域との共生に関する知事からのメッセージについて
こうしたことは、未来に引き継ぐべき本道の豊かな自然や優れた景観が

脅かされるなど、道民の皆様にとって、様々な不安や懸念を生じさせる
事態であります。関係法令の遵守は絶対です。
豊かな自然や景観、道民の皆様の安全で快適な暮らしが守られること

が最優先であり、違法な行為は絶対に許されるものではありません。法
令違反には厳正に対処していきます。
北海道内で太陽光発電事業を検討する事業者の方々には、法令遵守は

もとより、自然環境や生活環境の保全をはじめ、景観や防災対策、地域貢
献など、地域の方々と十分に話し合い、その声に最大限配慮いただくな
ど、「地域との共生」を第一に取り組んでいただくようお願いします。
北海道は、地域と共生できない事業は望みません。地域との共生を大前

提に、環境と経済の好循環の実現に向け、良質な投資を促進し、自然と調
和して地域とともに歩む事業を応援してまいります。



第４章 展開方向 展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（１）産業振興

③ デジタル関連産業の集積

施策の方向性

• 半導体関連産業やAIデータセンターの集積が進む
中、AI用の計算基盤と道内の多様なフィールドを生
かして、AIの研究開発や実証・実装に取り組むなど、
GXとAIや半導体・デジタル関連の産業政策の一体
的推進

• セミナーや商談会開催、企業訪問などを通じた、本
道の優位性のアピール、事業者のニーズに対応した

きめ細やかな提案、情報提供を行うことによるデー
タセンターやデジタル関連企業、国際的な光海底通
信ケーブル等の誘致

• AIスタートアップ等の関連企業が保有する技術シー
ズと地域課題のマッチングなどによる実証試験の
実施
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② GX関連産業の集積

• GX/AI金融・資産運用特区への決定を推進力とし
て、GX推進税制や企業立地補助金などを最大限活
用するとともに、チーム札幌・北海道の構成機関と
連携し、再生可能エネルギー関連産業に加え、持続
可能な航空燃料であるSAFや、水素、洋上風力関連
産業、蓄電池、海底直流送電、電気及び水素運搬船、
次世代半導体、データセンターを８つのGXプロジェ
クトとして、新技術・新事業に係る研究開発、部品･

付帯設備、維持メンテナンス等を含めたサプライ
チェーンを構築し、地域との共生を前提に、全道域
でのGX関連産業の集積を促進

• 国内外を問わず、全ての事業者に対し、関係法令や
国のガイドラインなどの遵守を求めるなど、経済と
環境が好循環する持続可能な地域社会の構築



第４章 展開方向 展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（１）産業振興

⑤ 食料安全保障の確保

施策の方向性

• 優良農地の確保や農業生産基盤の整備・保全、多様
な担い手の育成・確保、地域課題に対応した品種・
技術の開発・普及、需要に応じた農産物の安定的な
生産・供給

• 環境と調和のとれた農産物の生産・供給と持続的な

生産活動を通じて発揮される多面的機能の維持・
増進

• 地域農業を支える多様な人材の活躍や地域資源を
活用した新たな価値の創出、安心して暮らせる農村
づくり
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④ 半導体関連産業の集積

• インフラ及び制度面の受入れ環境の整備や、道内企
業の参入促進・取引拡大、国内外の半導体関連企業
誘致の積極的展開による関連産業の集積

• 半導体関連の研究拠点誘致など研究体制の整備や、
産学官連携による製品・技術開発に向けた共同研
究の促進、ベンチャー企業やスタートアップの育成
などによる本道のイノベーションの創出

• 教育機関等と連携した半導体分野の認知度向上や
教育内容の充実、即戦力人材の育成、国内外の高度
な知識・技術を有する人材の誘致などによる人材
の安定供給

• 産業や暮らしのスマート化を通じたデジタル技術活
用の好循環の全道展開や、道内の投資や雇用、関係
人口の拡大を契機とした新たな需要の取り込みを通
じた地域の付加価値向上による地域経済の活性化



第４章 展開方向 展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（１）産業振興

施策の方向性

各主体の役割

行政 産業・投資の誘致、優位性を生かした産業振興

企業・団体・教育
外国企業との連携推進、海外資本を活用した事業発展、産業振興を通じた本道発展への寄
与、経済・食料の安全保障による日本・世界への貢献

※個別企業の誘致等に当たっては重点国・地域に関わらず取組を
進める

※その他の国・地域についても、国際情勢や国の政策の状況等を
踏まえながら、関連する計画等と連動した取組を展開します

重点国・地域

⚫ 北米（米国）
⚫ 欧州（フィンランド）
⚫ アジア（シンガポール）

（台湾）

成長分野における産業や投資企業等の集積地であり、現地産業団体や企業間のつながりなどを活用して取組を進
める国・地域

半導体 GX

DC（データセンター）

DC（データセンター）

DX
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第４章 展開方向

展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（２）海外展開

貿易は為替や相手国の景気、通商政策等に左右され

る面があり、2023年（令和5年）のALPS処理水の海洋

放出に伴う中国等による日本産水産物の輸入停止措置

により、本道では主要輸出品目であるホタテガイの販売

先の変更を余儀なくされるといった影響を受けたほか、

2025年（令和７年）には米国により相次ぎ追加関税が

措置されるなど不確実性が増す状況となっています。ま

た、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やロシアによ

るウクライナ侵略など、これまでの想定を超える大きな

国際情勢の変化に伴いサプライチェーンに多大な影響

が生じ、いわゆるウッドショックでは、道内の林業・木材

産業も世界的な市況の影響を受けました。

こうした国際情勢の変化を踏まえ、特定の国・地域に

依存することのないよう市場の多角化を進めることが

一層求められており、国においても、2026年（令和8

年）1月の「農林水産物・食品の輸出拡大のための輸入

国規制への対応等に関する関係閣僚会議」において、輸

出先国の多角化などの取組の強化を確認しています。

本道の輸出額は、2008年（平成20年）以降、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大の影響により2,295億

円まで落ち込んだ2020年（令和２年）を除けば、年間３

千～４千億円台で推移しており、輸出先国・地域の多角

化も進んできています。

今後も道内企業の海外展開により、本道にゆかりの

ある多様な事業者が各国に商品・サービスを展開し、ま

た、拠点を設けて活動することを通じ、北海道ブランド

の発信に寄与することが一層期待されます。

日本国内は人口減少に伴う市場の縮小が懸念されて

いる中、増加する道内へのインバウンドや外国人住民の

現状・対応方向

>>>
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第４章 展開方向

展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（２）海外展開

方々から、本道の魅力を世界に広めていただくことが期

待されます。これを踏まえて、本道の持続的発展に向け

ては、様々なリスクに備えつつ、北海道どさんこプラザ

等を活用した国内でのプロモーションや、国境を越えて

商品を売買するEC（電子商取引）など、本道の豊かな自

然や独自の文化など多様な魅力を知っていただきなが

ら、新たな市場や需要の開拓等を促進して、アジア地域

のみならず、欧米など広く海外の成長力を取り込むこと

が一層重要となっています。

現状・対応方向（前ページから）

>>>

① 輸出先国・地域の多角化や品目の
多様化などによる市場の拡大と
リスク分散

② 高付加価値化の推進

④ 輸出とインバウンド消費との相乗効果の発揮

施策の方向性

③ 海外展開の裾野拡大
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第４章 展開方向 展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（２）海外展開

施策の方向性

① 輸出先国・地域の多角化や品目の多様化などによる市場の拡大とリスク分散

• 国の取組の方向性も踏まえた中国をはじめ特定の
国・地域に依存することのないよう輸出先国・地域
の多角化や品目の多様化等の推進

• 道内関係企業等と連携したプレゼンテーションや試
飲・試食などを通じた具体的で多様な魅力を発信す
るプロモーションによる輸出拡大や販路開拓の支
援

• オンラインを含む商談会開催や、展示会出展などに

よる商談機会の創出や海外事業者の招へいによる
マッチング支援

• 海外拠点を通じた情報収集やECサイトの活用を含
む現地試験販売などによる市場ニーズや規制等の
把握と道内企業等との情報共有

• 海外における知的財産の保護に向けた対応策等の
関係機関との情報共有

② 高付加価値化の推進

• ターゲットの明確化・重点化による北海道ブランド
の発信・浸透

• 対象国・地域の市場ニーズや規制等に対応した商
品・サービス開発や磨き上げの支援

• 食品の製造・加工段階におけるHACCPに沿った衛
生管理の導入など、フードチェーン全般にわたる輸
出先の基準を満たす自主衛生管理の推進

③ 海外展開の裾野拡大

• マーケティングや海外市場、輸出実務等に関する研
修や輸出・販売の実践支援による海外展開に対応し
た人材の育成

• 道内の中小企業者等を対象とした新規市場進出等
のために行う、製品・サービスの市場調査や展示会
等への出展の支援
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第４章 展開方向 展開方向２ 優位性を生かした投資・産業の呼び込みと世界目線の産業振興

（２）海外展開

④ 輸出とインバウンド消費との相乗効果の発揮

• 北海道どさんこプラザなどを活用した国内でのイン
バウンド向けプロモーション

• 越境ECを活用した道産品販売の促進

• 宿泊施設をはじめ観光関連施設と連携した道産食
品のPR

施策の方向性

各主体の役割

※ ロシア、中国については情勢を踏まえ対応
※ その他の国・地域についても、国際情勢や国の政策の状況等を踏まえながら、関連する計画等と連動した取組を展開します

重点国・地域（北海道食の輸出拡大戦略において設定）

中国、香港、台湾、ベトナム、タイ、韓国、シンガポール、マレーシア、インドネシア、フィリピン、米国、

ロシア、欧州（英国、フランス、ドイツ、イタリア等）、大洋州（オーストラリア、ニュージーランド等）

行政 北海道ブランドの効果的な発信、企業による海外展開のサポートなど

企業
団体
教育

北海道ブランドを生かした海外展開、北海道の魅力の発信、公的機関が実施するプロモーション等の
海外展開支援事業の活用、本業を含めた多様な取組を通じたSDGs達成への貢献など

道民 北海道の魅力の発信、海外展開に対する意識の向上
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第４章 展開方向

展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大 （１）多彩な交流

道では、1980年（昭和55年）のカナダ・アルバータ州
との提携以降、これまで、６か国10地域との姉妹友好提
携を締結し、高校生の交換留学や英語教員の派遣など
の教育分野をはじめ、カーリングなどのスポーツ交流、
さらには、経済や医療、福祉といった幅広い分野にわた
り、市町村や地域の国際交流団体などと連携しながら、
それぞれの地域の特徴やニーズに応じた交流を実施し
てきました。

経済や社会のグローバル化が進展する中、国際理解
の促進や、海外の成長力の取り込みを進める上で、それ
ぞれの強みを生かした分野における多彩な交流を途切
れることなく進めることが重要となっています。

また、交流に当たっては、世界全体を俯瞰し、2023
年（令和５年）に中国を抜き世界最大の人口となったイ

ンドや2050年（令和32年）には世界の４分の１を占め
るまで人口の増加が見込まれるアフリカなどのグロー
バル・サウスをはじめ、広大な太平洋の島嶼国という共
通点を有する大洋州、積雪寒冷な気候など類似性を有
する中央アジアといった地域も幅広く見つめていくこと
も必要です。

また、国際社会では、かけがえのない地球環境を守り、
多様性と包摂性のある社会の実現に向けて、SDGsの
達成に向けた取組が広がっています。世界の中で北海
道の存在感を高め、世界とともに歩む持続可能な地域
づくりを進めていくために、SDGsの達成に向けて、本
道の特性やこれまで培ってきた技術やノウハウを生かし
た国際貢献などの取組を推進することが重要となって
います。

現状・対応方向

>>>

① 多彩な交流の創出 ② 国際協力の促進

施策の方向性
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第４章 展開方向 展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大

（１）多彩な交流

施策の方向性

① 多彩な交流の創出

• 友好提携地域との間で進めてきた教育や文化、ス
ポーツなど、様々な分野の交流に、観光や脱炭素、
一次産業などお互いにメリットが得られる新たな交
流を加えた多彩で発展的な交流の推進

• 政府機関等との関係構築や北海道の知名度向上な
どを通じ、今後本道との交流拡大が期待されるそ
の他地域との戦略的な地域間交流の展開

② 国際協力の促進

• JICAと連携した海外からの研修員の受入れ支援や
道内各地のJICAデスク等とも連携した北海道の地
域特性に根ざした国際協力の促進

• JICAとの包括連携協定に基づく海外協力隊の広
報や、技術協力支援事業の募集への協力などによ
る道民の国際協力への参加促進

各主体の役割

行政 北海道と世界をつなぐ多彩な交流の推進、友好交流の推進、国際協力の促進

企業・団体・教育
地域間交流への参加・協力、身近な国際交流・協力の実践、担い手の育成、国際交流団体等
が実施する活動への参加・協力

道民 国際交流・協力の取組への積極的な参加
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第４章 展開方向 展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大

（１）多彩な交流

※ ロシア、中国については情勢を踏まえ対応

重点国・地域

⚫ カナダ （アルバータ州）
⚫ 中国 （黒竜江省）
⚫ 米国 （マサチューセッツ州、ハワイ州）
⚫ ロシア （サハリン州）
⚫ 韓国 （ソウル特別市、釜山広域市、済州特別自治道、慶尚南道）
⚫ タイ （チェンマイ県）
⚫ ブラジル、パラグアイ （海外移住者支援）
⚫ 大洋州 （ニュージーランド、パラオ）等

道が姉妹友好提携等を締結するなどこれまで友好交流等を積み重ねてきた地域との交流を引き続き促進していく。
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第４章 展開方向

展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大

（２）人・地域のつながり

道内には米国、韓国、ロシア、中国の総領事館とカナ

ダ政府通商事務所、JICAやJETRO、HIECCなど海外

との交流を促進する機関が設置されています。

また、道では、海外４か国（シンガポール、中国、韓国、

ロシア）に道の海外事務所を設置し、現地政府、自治体

や企業・団体等との関係を構築しています。

さらに、道内金融機関の海外事務所、NGO等の有す

る独自のつながりなど、多様な交流基盤があります。

旺盛なインバウンド需要に後押しされ、国際航空路、

航路も拡大傾向にあります。

こうした様々なネットワークは多彩な交流の基盤とな

るものであり、交流の促進に向けて、効果的に活用する

とともに、一層強化・充実させることが求められていま

す。

現状・対応方向

>>>

① 人的ネットワークの構築 ② 国際航空路・航路の拡大

施策の方向性
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第４章 展開方向 展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大

（２）人・地域のつながり

施策の方向性

①人的ネットワークの構築

• 金融機関等との連携を含め、現地関係機関との連
絡調整、経済、友好交流に係る調査、道側関係団体・
企業等への支援、現地情報の収集や北海道の情報
発信などの役割を担い多彩な交流を支援する海外

拠点機能の充実

• 関係機関や道内企業、北海道にゆかりのある方々
と連携した、現地の情勢に関する情報収集

② 国際航空路・航路の拡大

• 航空路線の誘致及び新千歳空港の国際拠点空港化
や地方空港の機能強化、道内７空港の一括民間委
託を通じた航空ネットワークの充実・強化

• 道民の国際航空路線の利用促進など路線拡大に向
けた双方向の需要創出

• 国際航空路及び航路拡大、国際拠点港湾や国際バ

ルク戦略港湾をはじめとした本道港湾の物流機能
の強化等、国際航空路線や港湾を活用した国際貨
物の拡大

• 道内各港の規模や特色、地域の魅力を生かした誘
致、港湾施設の整備、受入れ体制の充実、寄港地の
魅力の情報発信によるクルーズ船の道内港への寄
港促進

各主体の役割

行政 海外拠点や交通網等の交流基盤整備

企業・団体・教育 交流基盤の積極的な活用、人的ネットワーク充実への協力

道民 母国や自身とつながりのある国・地域と北海道との結びつきへの貢献
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第４章 展開方向

展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大

（３）グローバル人材

グローバル化が急速に進展する中で、言語や文化が

異なり、多様な価値観を持つ人々ともコミュニケーショ

ンを図りながら柔軟に対応していく能力を身につけた

人材は、これまでのように一部の業種や職種だけでなく、

様々な場面で必要とされることが想定されます。

地域の国際化をけん引する人材の育成に向け、道民

の海外渡航の促進はもとより、未来を担う若者に関し、

文化や考え方の多様性を理解し、多様な人々と協働して

いく力や、外国語によるコミュニケーション能力を向上

させることが重要です。

現状・対応方向

>>>

① 国際理解の醸成

② 外国語教育の充実

施策の方向性

③ 若者の留学支援

④ 道民の海外渡航（アウトバウンド）の促進
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第４章 展開方向 展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大

（３）グローバル人材

施策の方向性

① 国際理解の醸成

• ALTや地域の外国人住民等との交流をはじめ、
JICA北海道（札幌）「ほっかいどう地球ひろば」・
JICA北海道（帯広）「おびるっく」や「森の交流館・十
勝」などの国際交流施設の活用による国際理解教
育の充実

• 道内大学の留学生等との交流による異文化交流や
多様な価値観に触れる機会の創出

• 積極的なICTの活用による本道の児童生徒と海外
の子どもたちとのオンライン交流の推進

② 外国語教育の充実

• 小学校段階からの系統的な英語教育による、日常
的なコミュニケーションができる程度の英語力の育
成に向けた指導体制の充実

• 英語以外の外国語の学習支援

③ 若者の留学支援

• 海外の教育行政機関との教育分野における提携の
推進や交換留学プログラムの提供、留学事例の周
知による留学機運の醸成

• ほっかいどう未来チャレンジ基金を活用した北海道
に貢献する意欲のある若者の海外における自らの
資質向上に向けた挑戦への支援
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第４章 展開方向 展開方向３ 国際交流・協力による地域間のつながりの拡大

（３）グローバル人材

施策の方向性

④ 道民の海外渡航（アウトバウンド）の促進

• 道民向けの海外への旅行や現地での活動の魅力発
信、旅券取得促進などによる海外渡航の気運の醸
成

• 道民の国際航空路線の利用促進など路線拡大に向
けた双方向の需要創出

各主体の役割

行政 地域や児童・生徒の国際理解醸成に向けた機会の提供や海外渡航気運の醸成

企業・団体・教育
留学生の受入れ・派遣の促進、外国人留学生と日本人との交流促進、国際化に対応する人材
の育成、海外渡航の気運醸成や機会の提供

道民
国際情勢に関する理解増進、海外渡航や国際交流に対する意識の向上、国際交流の機会へ
の積極的な参加


